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令和３年度

　決算概要（ダイジェスト版）



令和３年度決算概要

　一般会計全体では歳入が対前年度比７．３％減、歳出が対前年度比１０．０％減となりました。
　令和３年度は前年度に実施した特別定額給付金事業の皆減により、歳入では国庫支出金が、歳出では民生費が大きく減少しました。
　新型コロナウイルス感染症に対応するために実施した、感染症予防対策、経済対策により、衛生費、商工費、農林水産業費が増加しました。

市税

112億3,786万円

（21.5％）
繰入金

20億3万円

（3.8％）
繰越金

17億7,473万円

（3.4％）

使用料及び手数料

5億9,535万円

（1.1％）

寄付金

5億7,029万円

（1.1％）

分担金及び

負担金

1億7,126万円

（0.3％）

諸収入ほか

12億2,616万円

（2.3％）

その他

8億2,439万円

（1.6％）
地方譲与税

4億1,760万円

（0.8％）

地方消費税

交付金

23億1,473万円

（4.4％）

市債

35億5,312万円

（6.8％）

県支出金

42億3,991万円

（8.1％）

国庫支出金

97億8,714万円

（18.7％）

地方交付税

136億7,802万円

（26.1％）

その他

3億6,408万円

（0.8％）
商工費

24億2,664万円

（4.9％）

衛生費

36億483万円

（7.3％）

農林水産業費

18億8,962万円

（3.8％）

公債費

50億849万円

（10.2％）

教育費

64億9,153万円

（13.2％）

土木費

51億7,299万円

（10.5％） 総務費

72億4,062万円

（14.7％）

民生費

158億2,063万円

（32.1％）

消防費

12億3,581万円

（2.5％）

歳出総額
492億5,524万円

一般会計
歳入総額 ５２３億９，０５９万円（対前年度比 ７．３％減）

歳出総額 ４９２億５，５２４万円（対前年度比 １０．０％減）
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歳入総額
523億9,059万円
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※（）内の数値は、
　　対前年度比。

コミュニティバス事業
１億４，７３０万円（６．１％）
コミュニティバス運行及び市街地
循環バス運行経費

特別会計
歳出総額 ２０７億８，９３９万円（対前年度比２．１％増）
○特別会計とは、市が特定の事業を行う場合、その事業で得られる収入を財源として支出するために、一般会計とは
別に経理する会計のことです。

水道事業会計 支出総額 ３５億７，４６６万円（対前年度比０．９％増）
○水道事業会計とは、上水道の施設維持管理経費及び施設整備経費の収支を扱う会計です。

宅地造成事業
２，０８１万円（５１．６％）
宅地として整備した用地の売却費及
び維持管理経費

介護保険事業
９９億４，５２８万円（△２．３％）
介護（予防）サービスや福祉用具購入
費助成事業などにかかった経費

後期高齢者医療
１１億５０万円（１．０％）
高齢者の医療の確保の法律に基づく
医療サービスなどにかかった経費

国民健康保険事業
９２億４，４３８万円（４．９％）
国民健康保険法に基づく医療サービ
スなどにかかった経費

藤塚浜財産区
２億１，９１３万円（２４７８．６％）
藤塚浜財産区所有地の維持管理経
費及び財産区における地域振興事業
への助成

土地取得事業
９５７万円（△６４．２％）

街路事業などの用地の先行取得、
処分などにかかった経費

食品工業団地造成事業
１億２４１万円（△０．１％）
岡田地区に食品工業団地として整備し
た用地の維持管理経費

下水道事業会計 支出総額 ８１億５，３３４万円（対前年度比７．０％減）
○下水道事業会計とは、下水道の施設維持管理経費及び施設整備経費の収支を扱う会計です。
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8

注１：人口は令和3年度末の住民基本台帳人口94,718人（令和2年度末95,762人）によります。
注２：矢印の上下は、前年度の決算額に対する増減をイメージしたものです。

農林水産業費

農業や林業、水産業の振
興のために使われるお金

衛生費

健康診断などの市民の健
康推進、ごみの収集、リサ
イクルのために使われる
お金

商工費

商工業や観光の振興のた
めに使われるお金

公債費

借入金返済のために使わ
れるお金

総務費

行政運営や市税の賦課・
徴収、広報の発行などに使
われるお金

民生費

子どもやお年寄り、障がい
のある人など福祉のために
使われるお金

一般会計歳出
市民一人当たり

一般会計の支出額を市民一人当たりに換算すると、５２万２０円になります。

令和２年度は５７万１，４０１円でした。（ ）内の数字が令和２年度の支出額です。

△31.0％ ＋30.8％

＋17.0％＋13.4％３８，０５９円
（３３，５６５円）

１６７，０２９円
（２４１，９８０円)

２５，６２０円
（２１，８９１円）

５２，８７８円
（５４，４７５円）

△2.9％ １９，９５０円
（１７，６９６円）

７６，４４４円
（５８，４３８円）

土木費

道路、街路、公園の整備な
ど住環境を整備するために
使われるお金

△9.3％５４，６１５円
（６０，２３８円）

教育費

小・中学校、幼稚園、体育施

設や教育の振興に使われる

お金

６８，５３５円
（６６，０８０円）

＋3.7％

＋12.7％
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比率
当市の
比　率

早期健全
化比率

財政再生
基準

実質赤字比率
－
（－）

11.93% 20.0%

連結実質赤字
比率

－
（－）

16.93% 30.0%

実質公債費比率
6.7%
（7.0%）

25.0% 35.0%

将来負担比率
51.9%
（59.0%）

350.0%

資金不足比率
－
（－）

・（　）内の数値は、前年度数値　　・「－」は赤字または資金不足がないことを表しています

健全化判断比率等

比率の内容

経営健全化基準
20.0％

一般会計等を対象とした実質赤
字の標準財政規模に対する比率

全会計を対象とした、実質赤字
の標準財政規模に対する比率

一般会計等が負担する元利償還
金及び準元利償還金の標準財
政規模に対する比率
一般会計等が将来負担すべき実
質的な負債の標準財政規模に
対する比率

公営企業会計ごとの資金の不足
額の事業規模に対する比率

財政指標 財政の健全性を判断する比率は、いずれも基準内に収まっています。

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」は、４

つの健全化判断比率と、公営企業の資金不足比率を議

会に報告し、公表することを義務付けています。
前年度と比べて、実質公債費比率は0.3ポイント低下
（良化）し、将来負担比率も7.1ポイント低下（良化）しまし
た。いずれの比率も基準内で、早期健全化比率及び財
政再生基準を大きく下回り、良好な状況にあるといえます。

財政力指数

経常収支比率

市債残高（全会計）
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